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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

連結経営指標等

　

回次
第86期
第３四半期
連結累計期間

第87期
第３四半期
連結累計期間

第86期
第３四半期
連結会計期間

第87期
第３四半期
連結会計期間

第86期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    10月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (千円) 16,180,1899,467,4894,114,1514,125,05518,341,996

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) 180,609 368,849△60,109 168,623 26,633

四半期純利益又は四半
期(当期)純損失（△）

(千円) 100,096 162,488△70,205 102,743 △4,491

純資産額 (千円) － － 4,164,5244,395,5243,963,003

総資産額 (千円) － － 19,226,00320,905,83619,556,264

１株当たり純資産額 (円) － － 176.33 186.12 167.79

１株当たり四半期純利
益金額又は四半期(当
期)純損失金額（△）

(円) 4.24 6.88 △2.97 4.35 △0.19

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 21.7 21.0 20.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 2,309,071△755,166 － － 5,501,818

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,319,626△1,495,648 － － △4,173,488

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △840,450 634,585 － － △77,099

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) － － 1,497,087983,0942,599,324

従業員数 (名) － － 179 169 174

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

     ２ 第86期第３四半期連結累計期間、第87期第３四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半

　期純利益金額については潜在株式が存在しないため記載しておりません。

     ３ 第86期第３四半期連結会計期間、第86期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については

        １株当たり四半期（当期）純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に重

要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

なお、平成22年 1月 8日付にて100％子会社日伸地金株式会社を100％子会社大阪黄銅株式会社に吸収合併しておりま

す。詳細は、「第２　事業の状況」の「３　経営上の重要な契約等」欄に記載しております。

　　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

                                                   平成21年12月31日現在

従業員数(名) 169〔20〕

(注) １ 従業員数は、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業人員であります。

２ 従業員数欄の〔  〕内は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であ

　 ります。

３ 臨時従業員には、嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

(2) 提出会社の状況

                                                   平成21年12月31日現在

従業員数(名) 149〔18〕

(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２ 従業員数欄の〔  〕内は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）でありま

　 す。

３ 臨時従業員には、嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における伸銅品関連事業の生産実績を示すと、次のとおりであります。

　

事業部門名 生産高(千円) 前年同四半期比（％）

伸銅品関連事業
伸銅品 3,526,595 103.1

伸銅加工品 105,279 53.2

合計 3,631,874 100.3

(注) １　金額は販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における伸銅品関連事業の受注実績を示すと、次のとおりであります。

　

事業部門名 受注高(千円)
前年同四半期比
（％）

受注残高(千円)
前年同四半期比
（％）

伸銅品関連事業
伸銅品 3,577,708 131.4 1,460,259 151.7

伸銅加工品 119,381 122.7 48,566 113.1

合計 3,697,090 131.1 1,508,826 150.0

(注) １　金額は販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における伸銅品関連事業の販売実績を示すと、次のとおりであります。

　

事業部門名 販売高(千円) 　前年同四半期比（％）

伸銅品関連事業

伸銅品 3,687,089 101.9

伸銅加工品 109,954 52.9

非鉄金属原料 328,011 114.0

合計 4,125,055 100.3

(注) １　主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　

相手先

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

市原金属産業株式会社 638,647 15.5 683,824 16.6

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリ

スク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当社はグループ経営の効率化を目的として当社の100％連結子会社同士である大阪黄銅株式会社と日伸地金株式会社

を合併することを平成21年10月15日開催の取締役会において決議いたしました。

(1) 合併の目的および合併の方法

非鉄金属製品の販売問屋である大阪黄銅株式会社は、その業務の一環として一部非鉄金属原料の購入を行っておりま

すが、今般、非鉄金属原料の購入を主たる業務とする日伸地金株式会社を吸収合併することといたします。

　これにより、日本伸銅グループの非鉄金属原料購入部門の効率化を図るものであります。

　したがって、日伸地金株式会社の業務は大阪黄銅株式会社の非鉄金属原料部門としてそのまま受け継がれることにな

ります。

(2) 合併の期日

平成22年 1月 8日

(3) 合併方式

　大阪黄銅株式会社を存続会社とする吸収合併方式で日伸地金株式会社は解散します。

(4) 合併比率

　合併する両社はいずれも当社100％連結子会社であるため合併比率の取り決めはありません。また、本合併による新株

式の発行および資本金の増加はありません。

(5) 引継資産・負債の状況

　資産合計　　　　　　 61,627千円

　負債合計　　　　　　　6,302千円

(6) 吸収合併存続会社の概要

　大阪黄銅株式会社

　資本金　　　　　　　100,000千円

　事業内容　　　　　　伸銅品販売業

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

平成21年度第３四半期連結会計期間は、欧米の金融危機対策や財政出動および中国等の新興国の経済成長策が功を奏

し、景気が順調に回復しつつあります。わが国でも景気は新興国向けの輸出の増加に支えられ回復の度合いを強めてお

ります。しかし、一方で失業率の高止まり、消費の低迷、円高、デフレ等のマイナス要因もあり予断を許さない状況が続い

ております。

　伸銅業界全体の黄銅棒の生産量については、前連結会計年度末に半減していた生産量が徐々に回復し当第３四半期連

結会計期間の生産量は当第２四半期連結会計期間に比べ15％増加いたしました。建築関係の調整が長引いているものの

自動車用部品や電子部品等の回復で全体を通じ過度な在庫調整が終わり、今後も穏やかな回復が期待されます。

　また、主要原料である銅の国際価格は中国等の需要増とファンド資金の流入により４月の＄4,000から12月には＄

7,350と80％程度上昇しております。この間の為替の動向は、４月の98円台から11月には一時的に84円台まで進み現在は

90円前後で推移しております。これらの要因により、黄銅棒の原料および販売価格は４月に比べ６割程度上昇いたしま

した。

　当社グループの業績につきましては、当第３四半期連結会計期間の製品等の出荷量はリーマン・ショック直後の前年

同四半期連結会計期間を8.7％上回り、製品価格も前年同四半期連結会計期間の92％まで回復したため、当第３四半期連

結会計期間の連結業績は売上高 4,125,055千円（前年同四半期連結会計期間比10,904千円増）と前年同四半期連結会

計期間並みまで回復いたしました。

収益面については、生産量の大幅な減少に対し前年第４四半期連結会計期間から工場の操業短縮や人件費・物件費の圧

縮を徹底してきた効果が出たこと、半減していた受注の回復と原料価格の上昇に伴う原料差益の増加等により営業利益
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は163,640千円（前年同四半期連結会計期間比227,878千円増）を計上いたしました。

　経常利益については、営業外損益で有価証券の利息や配当で18,463千円を受取り、借入金利等で12,855千円を支払いま

した。それらの要因により168,623千円（前年同四半期連結会計期間比228,733千円増）を計上いたしました。

　その結果、当第３四半期連結会計期間の純利益は102,743千円（前年同四半期連結会計期間比172,949千円増）と当第

２四半期連結会計期間比続伸いたしました。

　
事業の部門別売上高の当第３四半期連結会計期間の業績は次のとおりであります。

（伸銅品部門）

　当社グループの主力製品である伸銅品は、ボトムであった平成21年２～３月を底に販売数量および販売価格が月を

追って回復し、当第３四半期連結会計期間の実績は、リーマン・ショック直後の前年同四半期連結会計期間の水準と

比較すると販売数量は8.5％の増加、販売単価は6.1％の減少となりました。

　その結果、伸銅品の売上高は3,687,089千円（前年同四半期連結会計期間比68,742千円増）まで回復しました。なお、

当第２四半期連結会計期間と当第３四半期連結会計期間の実績を比較すると販売数量では22.4％、販売単価では

9.3％、売上高では33.8％の増加となり、以前の好調であった時期の８割強の水準まで回復しております。

　主力製品である黄銅棒の販売数量の伸びに連れカドミレス黄銅棒等の特殊品も回復基調でありました。黄銅線の販

売数量は前年同四半期連結会計期間比0.5％増加しました。電子素材のコネクター線の販売数量は前年の在庫調整の

スタートが早かったため調整の終了時期も早く訪れ、前年同四半期連結会計期間比25.2％の増加となりました。足元

ではフル生産となっております。

　
（伸銅加工品部門）

　伸銅加工品は、前連結会計年度は比較的堅調に推移いたしましたが、前年第４四半期連結会計期間に高付加価値の切

削品を中心に調整に入りその後底這いが続きました。当第３四半期連結会計期間の伸銅加工品の販売数量は前年同四

半期連結会計期間比40.7％減少し製品価格も10.9％低下したため売上高は109,954千円と前年同四半期連結会計期間

比47.1％の大幅減少となりました。しかし在庫調整も９月にほぼ終了し、足元の受注量は減少幅の半分程度まで回復

しております。

　
（非鉄金属原料部門）

　当第３四半期連結会計期間の非鉄金属原料販売数量は前年同四半期連結会計期間比26.8％増加しました。一方で非

鉄金属原料価格は10.1％下落したため、売上高は328,011千円と前年同四半期連結会計期間比14.0％の増加となりま

した。

　

(2) 財政状態の状況

当第３四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末に比べ 1,349,572千円増加いたしました。流動資産は、有

価証券の購入および満期までの期間が１年未満となった有価証券を投資有価証券勘定から振り替えたことから有価証

券が 2,696,300千円増加し、また売上高の回復に伴い売上債権が1,115,885千円増加しました。一方で、現金及び預金が

有価証券の購入や原料価格の上昇による購入原材料費の上昇等で1,616,229千円減少したこと等から差引 2,722,673千

円増加いたしました。

　固定資産は、有形固定資産で 249,855千円増加し、投資有価証券で 1,619,504千円減少したため差引 1,373,101千円減

少いたしました。なお、新工場関係の設備資産については建設仮勘定で 1,007,080千円を当第３四半期連結会計期間末

に計上いたしました。

　負債では、流動負債が395,783千円増加しました。原料購入数量と購入価格の上昇により仕入債務が391,242千円増加し

たためであります。また固定負債は521,268千円増加しました。原料費や販売価格の上昇に伴う増加運転資金に充当する

ため長期借入金が480,974千円増加し、環境対策引当金90,000千円を引当てたためであります。したがって負債合計では

917,051千円増加いたしました。

　純資産合計は前連結会計年度末に比べ 432,520千円増加し 4,395,524千円となりました。当第３四半期連結累計期間

において162,488千円の純利益を計上する一方で、株式市場の上昇に伴い保有株式の含み損が39,186千円と、前連結会計

年度末の有価証券の含み損 298,681千円から 259,494千円改善したことが主要因であります。

　以上により、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ0.7％上昇し21.0％になりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は第２四半期連結会計期間末に比べ 190,592千円減少し

983,094千円となりました。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は 1,085,889千円（前年同四半期連結会計期間は 1,400,504千円の収入）となりまし

た。これは主に、売上債権の 1,214,042千円の増加と棚卸資産の 270,119千円の増加および仕入債務が 194,973千円

増加したことによるものであります。

　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は 238,411千円（前年同四半期連結会計期間は 1,181,668千円の支出）となりまし

た。これは主に、有価証券の償還による収入 400,000千円および収用に係る設備取得による支出 149,940千円による

ものであります。

　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は 656,885千円（前年同四半期連結会計期間は 107,209千円の支出）となりました。

これは主に、長期借入れによる収入 500,000千円および短期借入金の純増減額 240,000千円によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに

生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

重要な設備の新設等

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の　　内
容

投資予定額（千円）
資金調達　方

法
着手年月

完了予定　
年月

完成後の　
増加能力

総額 既支払額

提出会社

本社工場
(大阪府堺
市堺区)
（注）1

伸銅品　
関連事業
 

機械設備
一式

4,040,326756,490土地収用に
係る工作物
等の補償金
 
 

平成20年
11月

平成22年
６月

本社工場
移転に伴
う新工場
の設備等
であり、現
状の生産
能力は殆
ど変わら
ないが生
産性は大
幅に向上
する予定

建物 2,225,000206,000
平成21年
３月

平成22年
５月

工作物
一式
（注）2

4,734,673―

土地収用に
係る工作物
等の補償金
および自己
資金

平成21年
８月

平成22年
12月

(注) １ 収用による補償金等は、総額12,185百万円であり、全額新工場の建設に充当いたします。

　（内訳）　土地売却代金　　　　　　　　　 　　　1,384百万円

　　　　　　建設・工作物等の移転のための補償金　10,800百万円

     ２ 建設・工作物等の具体的な設備等については計画中であります。

     ３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
　

重要な設備の除却等

　経常的な設備の更新のための設備の除却を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年2月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,700,00023,700,000

大阪証券取引所
(市場第二部)
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数　1,000株

計 23,700,00023,700,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年10月１日～
平成21年12月31日

－ 23,700 － 1,595,250 － 290,250

　

(5) 【大株主の状況】

      当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

  当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成21年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 　　81,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 23,542,000 23,542 ―

単元未満株式 普通株式 　　77,000 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 23,700,000 ― ―

総株主の議決権 ― 23,542 ―

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日本伸銅株式会社

大阪府堺市堺区南島町３
－１－１

81,000 ― 81,000 0.34

計 ― 81,000 ― 81,000 0.34

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 102 104 120 104 114 110 99 95 120

最低(円) 89 93 98 89 98 92 86 81 84

(注)　最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第

64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結会

計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成

21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成

20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表については、監査法人トーマツにより四半期レビューを受け、当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係

る四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

　なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日を

もって有限責任監査法人トーマツとなりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,041,094 2,657,324

受取手形及び売掛金 ※２
 4,367,653 3,251,767

有価証券 3,694,810 998,509

商品及び製品 279,146 224,679

仕掛品 601,285 316,419

原材料及び貯蔵品 726,403 508,987

繰延税金資産 47,794 72,454

その他 109,268 114,255

貸倒引当金 △1,517 △1,131

流動資産合計 10,865,939 8,143,266

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,061,025 1,060,715

減価償却累計額 △899,214 △888,002

建物及び構築物（純額） 161,810 172,713

機械装置及び運搬具 7,353,724 7,154,137

減価償却累計額 △6,456,948 △6,294,987

機械装置及び運搬具（純額） 896,775 859,150

土地 4,208,632 4,208,632

建設仮勘定 1,007,080 769,418

その他 368,367 370,931

減価償却累計額 △322,037 △310,073

その他（純額） 46,329 60,858

有形固定資産合計 6,320,628 6,070,772

無形固定資産

ソフトウエア 212 398

施設利用権等 2,226 2,226

無形固定資産合計 2,438 2,624

投資その他の資産

投資有価証券 1,523,504 3,143,009

長期未収入金 2,137,091 2,137,091

その他 62,083 64,564

貸倒引当金 △5,848 △5,063

投資その他の資産合計 3,716,830 5,339,601

固定資産合計 10,039,896 11,412,998

資産合計 20,905,836 19,556,264
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※２
 831,816 440,573

短期借入金 895,922 733,574

未払消費税等 1,747 37,507

未払費用 108,767 84,325

未払法人税等 19,057 6,384

賞与引当金 20,800 31,650

その他 139,004 287,315

流動負債合計 2,017,115 1,621,331

固定負債

長期借入金 2,109,021 1,628,047

長期仮受金 583,071 639,977

退職給付引当金 225,202 248,796

役員退職慰労引当金 77,240 100,430

環境対策引当金 90,000 －

繰延税金負債 490,156 428,662

再評価に係る繰延税金負債 846,355 846,355

圧縮記帳特別勘定 10,045,675 10,045,675

その他 26,473 33,984

固定負債合計 14,493,196 13,971,928

負債合計 16,510,311 15,593,260

純資産の部

株主資本

資本金 1,595,250 1,595,250

資本剰余金 290,250 290,250

利益剰余金 1,364,161 1,201,672

自己株式 △15,313 △15,198

株主資本合計 3,234,347 3,071,973

評価・換算差額等

土地再評価差額金 1,233,653 1,233,653

繰延ヘッジ損益 △33,289 △43,941

その他有価証券評価差額金 △39,186 △298,681

評価・換算差額等合計 1,161,176 891,030

純資産合計 4,395,524 3,963,003

負債純資産合計 20,905,836 19,556,264
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 16,180,189 9,467,489

売上原価 15,283,526 8,531,904

売上総利益 896,662 935,584

販売費及び一般管理費 ※１
 735,579

※１
 634,963

営業利益 161,083 300,621

営業外収益

受取利息 270 47,316

仕入割引 5,907 －

受取配当金 17,632 18,930

受取賃貸料 16,200 3,600

助成金収入 － 28,710

その他 6,174 4,865

営業外収益合計 46,185 103,423

営業外費用

支払利息 18,401 26,362

売上割引 6,597 6,242

手形売却損 1,184 527

その他 476 2,063

営業外費用合計 26,659 35,196

経常利益 180,609 368,849

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 440

固定資産売却益 1,584 －

投資有価証券売却益 13,494 4,775

特別利益合計 15,078 5,216

特別損失

固定資産除却損 3,147 144

投資有価証券売却損 － 24,294

投資有価証券評価損 28,600 －

ゴルフ会員権売却損 － 1,000

ゴルフ会員権評価損 2,300 －

環境対策引当金繰入額 － 90,000

特別損失合計 34,048 115,439

税金等調整前四半期純利益 161,639 258,626

法人税、住民税及び事業税 12,500 15,578

法人税等調整額 49,042 80,558

法人税等合計 61,542 96,137

四半期純利益 100,096 162,488
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 4,114,151 4,125,055

売上原価 3,947,648 3,742,241

売上総利益 166,503 382,814

販売費及び一般管理費 ※１
 230,740

※１
 219,173

営業利益又は営業損失（△） △64,237 163,640

営業外収益

受取利息 112 17,462

仕入割引 1,747 －

受取配当金 3,295 1,001

受取賃貸料 5,400 －

その他 798 293

営業外収益合計 11,354 18,757

営業外費用

支払利息 4,819 9,556

売上割引 1,945 3,126

手形売却損 311 172

その他 150 919

営業外費用合計 7,226 13,774

経常利益又は経常損失（△） △60,109 168,623

特別利益

貸倒引当金戻入額 700 440

投資有価証券売却益 － 4,775

特別利益合計 700 5,216

特別損失

固定資産除却損 2,714 144

投資有価証券評価損 28,600 －

特別損失合計 31,314 144

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△90,724 173,695

法人税、住民税及び事業税 △41,835 13,418

法人税等調整額 21,316 57,532

法人税等合計 △20,519 70,951

四半期純利益又は四半期純損失（△） △70,205 102,743
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 161,639 258,626

減価償却費 195,753 190,957

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,817 1,170

退職給付引当金の増減額（△は減少） △32,708 △23,593

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △11,960 △23,190

環境対策引当金の増減額（△は減少） － 90,000

受取利息及び受取配当金 △17,903 △66,247

仕入割引 △5,907 －

支払利息 18,401 26,362

売上割引 6,597 6,242

投資有価証券売却損益（△は益） △13,494 19,518

投資有価証券評価損益（△は益） 28,600 －

有形固定資産売却損益（△は益） △1,584 －

固定資産除却損 3,147 144

ゴルフ会員権売却損益（△は益） － 1,000

ゴルフ会員権評価損 2,300 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,900,310 △1,122,655

たな卸資産の増減額（△は増加） 577,531 △556,748

仕入債務の増減額（△は減少） △479,882 391,242

未払消費税等の増減額（△は減少） △13,082 △35,760

その他 33,488 70,215

小計 2,356,064 △772,714

利息及び配当金の受取額 17,903 47,409

利息の支払額 △17,924 △25,914

法人税等の支払額 △46,972 △3,947

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,309,071 △755,166

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △48,000 △48,000

定期預金の払戻による収入 48,000 48,000

有価証券の取得による支出 △399,628 △1,092,495

有価証券の償還による収入 － 400,000

有形固定資産の取得による支出 △154,399 △164,138

有形固定資産の売却による収入 3,000 37

投資有価証券の取得による支出 △576,002 △934,398

投資有価証券の売却による収入 63,092 796,273

保険積立金の積立による支出 △3,438 △2,991

保険積立金の解約による収入 4,150 2,224

ゴルフ会員権の売却による収入 － 1,000

収用に係る経費分による支出 △20,198 △56,905

収用に係る設備取得のための支出 △236,202 △444,255

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,319,626 △1,495,648

EDINET提出書類

日本伸銅株式会社(E01305)

四半期報告書

16/26



（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △871,800 270,000

長期借入れによる収入 450,000 1,050,000

長期借入金の返済による支出 △390,030 △676,678

リース債務の返済による支出 △5,121 △7,958

配当金の支払額 △23,307 △663

自己株式の取得による支出 △192 △114

財務活動によるキャッシュ・フロー △840,450 634,585

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 148,994 △1,616,229

現金及び現金同等物の期首残高 1,348,092 2,599,324

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,497,087 983,094
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【継続企業の前提に関する事項】

　当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

（四半期連結貸借対照表関係）

　前第３四半期連結会計期間における「原材料」は、四

半期連結財務諸表等規則の改正により、当第３四半期連

結会計期間では「原材料及び貯蔵品」として表示して

おります。なお、前第３四半期連結会計期間に計上され

る貯蔵品の残高はありません。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１. 棚卸資産の評価方法

　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関して

は、実地棚卸を省略し、当第２四半期連結累計期間末の

実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する

方法によっております。

２. 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結

会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計

年度において使用した将来の業績予想を利用する方法

によっております。

　
　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。
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【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１. 平成19年３月期において、大阪府道高速大和川線に

係る収用に伴い、本社工場の対象土地売却及び設備等の

補償契約等について阪神高速道路株式会社と締結いた

しました。

　本件に伴い、将来圧縮を予定している部分については、

固定負債の「圧縮記帳特別勘定」として計上しており

ます。また、補償金の未収分は投資その他の資産の「長

期未収入金」として、工場移転に伴い、発生する費用に

対する補償部分は、固定負債の「長期仮受金」としてそ

れぞれ計上しております。

２. 収用に伴う新工場移転作業の進展に伴い、移転資産

の精査を行った結果、第１四半期連結会計期間より「ポ

リ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する

特別措置法」に基づくＰＣＢ処理費用等の発生見込額

を合理的に見積もれることとなったため環境対策引当

金として計上いたしました。

　この結果、当該引当金繰入額90,000千円を特別損失と

して計上いたしました。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　１　手形割引高

受取手形割引高 122,881千円

　

　１　手形割引高

受取手形割引高 56,827千円

　 　

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

　　いては、手形交換日をもって決済処理しておりま　　　

　　す。

　　　なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休

　　日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

　　手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれており

　　ます。

受取手形 314,058千円

割引手形 62,640千円

支払手形 16,805千円

２　　　　　　――――――――

　

EDINET提出書類

日本伸銅株式会社(E01305)

四半期報告書

19/26



(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

荷造運搬費 188,504千円

報酬・給与及び手当 310,507千円

賞与引当金繰入額 15,544千円

退職給付引当金繰入額 11,115千円

租税公課 14,546千円

減価償却費 14,436千円

貸倒引当金繰入額 4,817千円

役員退職慰労引当金繰入額 13,830千円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

荷造運搬費 150,716千円

報酬・給与及び手当 279,104千円

賞与引当金繰入額 5,220千円

退職給付引当金繰入額 10,941千円

租税公課 13,961千円

減価償却費 13,608千円

貸倒引当金繰入額 4,763千円

役員退職慰労引当金繰入額 10,390千円

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

荷造運搬費 59,161千円

報酬・給与及び手当 107,737千円

賞与引当金繰入額 15,544千円

退職給付引当金繰入額 3,268千円

租税公課 3,757千円

減価償却費 4,876千円

役員退職慰労引当金繰入額 4,390千円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

荷造運搬費 59,673千円

報酬・給与及び手当 105,261千円

賞与引当金繰入額 5,220千円

退職給付引当金繰入額 3,651千円

租税公課 4,228千円

減価償却費 4,587千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,990千円
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年12月31日)

現金及び預金勘定 1,555,087千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △58,000千円

現金及び現金同等物 1,497,087千円

(平成21年12月31日)

現金及び預金勘定 1,041,094千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △58,000千円

現金及び現金同等物 983,094千円

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成

21年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期連結会計期間末

普通株式(株) 23,700,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期連結会計期間末

普通株式(株) 82,832
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３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

　　　該当事項はありません。
　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が

当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　
５　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の四半期連結貸借対照表計上額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自　

平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年

12月31日)及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

当社グループは、伸銅品関連事業を主たる事業としておりますが全セグメントの売上高の合計及び営業利益の

合計額に占める伸銅品関連事業の割合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を

省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自　

平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年

12月31日)及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

当社及び連結子会社は海外拠点が存在しないため該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自　

平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年

12月31日)及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)

時価のある満期保有目的の債券及びその他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、

かつ、当該有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認め

られます。

　

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　

区分
四半期連結貸借対照表
計上額(千円)

時価(千円) 差額(千円)

社債 4,499,106 4,483,302 △15,804

計 4,499,106 4,483,302 △15,804

　

２　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分 取得原価(千円)
四半期連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

株式 625,461 586,298 △39,162

計 625,461 586,298 △39,162

　

(デリバティブ取引関係)

当社が利用しているデリバティブ取引は、全てヘッジ会計を適用しているため注記の対象から除いております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 186.12円
　

　 　

　 167.79円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 4.24円

　 　

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　四半期連結損益計算書上の四半期純利益 100,096千円

　普通株式に係る四半期純利益　　　     100,096千円

　普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　　該当事項はありません。

　普通株式の期中平均株式数　　　　　　23,619,357株
　

１株当たり四半期純利益金額 6.88円

　 　

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　四半期連結損益計算書上の四半期純利益 162,488千円

　普通株式に係る四半期純利益　　　　　 162,488千円

　普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　　該当事項はありません。

　普通株式の期中平均株式数　　　　　　23,618,167株

　
　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額 2.97円

　 　

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

　四半期連結損益計算書上の四半期純損失　70,205千円

　普通株式に係る四半期純損失　　　　　　70,205千円

　普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　　該当事項はありません。

　普通株式の期中平均株式数　　　　　　23,618,539株
　

１株当たり四半期純利益金額 4.35円

　 　

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　四半期連結損益計算書上の四半期純利益 102,743千円

　普通株式に係る四半期純利益　 　　　　102,743千円

　普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　　該当事項はありません。

　普通株式の期中平均株式数　　　　　　23,617,909株

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
　

２ 【その他】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

日本伸銅株式会社(E01305)

四半期報告書

23/26



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　 　

　

平成21年２月９日

日本伸銅株式会社

　　　　　取締役会　御中 　
　

監査法人　トーマツ
　 　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　　山　　謙　　司　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　森　　村　　照　　私　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

伸銅株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本伸銅株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　 　

　

平成22年２月８日

日本伸銅株式会社

　　　　　取締役会　御中 　
　

有限責任監査法人トーマツ
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    小    山    謙    司    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    森    村    照    私    印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

伸銅株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本伸銅株式会社及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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